
【承認日：令和２年６月１８日】 
調査計画全文 

 

１ 調査の名称 

石油設備調査 

 

２ 調査の目的 

本調査は、石油業者が有する貯油設備の実態を調査し、石油設備に関する行政施策の基礎資

料を得ることを目的とする。 

 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲 

全国 

（２）属性的範囲 

石油の備蓄の確保等に関する法律（昭和 50年法律第 96 号）第 16 条、第 26条、第 27

条、第 28条に基づく届出・登録のあったもの（石油備蓄義務者）のうち対象設備を有し

ている者及び石油備蓄義務者が使用権を有する対象設備の所有権を有する企業 

 

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

（１）数：約１２０社 

（２）選定の方法（■全数 □無作為抽出 □有意抽出） 

石油の備蓄の確保等に関する法律に基づく届出・登録簿を用いて選定する。 
 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項（詳細は調査票を参照） 

貯油設備：所在地別・油種別の基数及び容量(原油、粗ガソリン、粗灯油、粗軽油、

粗重油、半製品計、ガソリン、ナフサ、ジェット燃料油、灯油、軽油、A重油、B・

C重油、重油計、P.P・P.B、B.B、LPG 計) 

 

（２）基準となる期日又は期間：調査実施年の３月末 
 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査組織 

    調査票の配布：経済産業省－報告者（新規） 

           経済産業省－民間事業者－報告者 

調査票の回収：報告者－経済産業省 

（２）調査方法（□調査員調査 ■郵送調査 ■オンライン調査 ■その他（ＦＡＸ）） 

１）郵送調査 



経済産業省又は民間事業者から郵送により報告者に調査票を配布し、報告者は、調

査票に所定の事項を記入した上、郵送により経済産業省に提出することにより実施す

る。 

 

２）オンライン調査 
報告者が経済産業省ＨＰから調査票をダウンロードし、所定の事項を入力の上、電

子メール又は電子政府の総合窓口（ｅ－Ｇｏｖ）により報告する方法により行う。 

なお、電子メールの送受信に当たっては、調査票情報が保存されているファイルに

対して、報告者ごとに異なるパスワードを設定するなどのセキュリティ対策を講ずる

こととする。 

 

３）その他 
経済産業省又は民間事業者から報告者に郵送により調査票を配布し、報告者は、調査

票に所定の事項を記入した上、ＦＡＸにより経済産業省に報告する方法により行う。 

なお、報告者のＦＡＸによる調査票の送信に当たっては、調査票の送信前後に、報告

者と経済産業省の双方において、調査票の送付・受取の確認連絡によるセキュリティ対

策を講ずることとする。 

 

民間事業者の業務委託の内容は、調査票の配布（新規の調査対象企業に対するものを

除く。）、調査票提出の督促、データ入力、調査票の審査（記入不備等に対する報告者へ

の個別照会を含む。）、統計表の作成及びチェック、調査票及び集計結果の保管とする。 

 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期：２年 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 

   調査の実施期間：調査実施年の４月～５月末 

ただし、令和２年調査については、６月下旬～７月末とする。 

 

８ 集計事項 

別表 集計事項一覧を参照 

 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

（１）公表の方法 

   インターネット（e-Stat、経済産業省ＨＰ）により公表する。 

（２）公表の期日 

   調査実施年の９月 

 

１０ 使用する統計基準 



  本調査は、石油備蓄義務者等（上記３（２）参照）に対象を限定した調査であり、調査

対象の範囲の画定及び集計結果の表示に、統計基準を用いる余地がないことから、いずれ

の統計基準も使用しない。 

 

１１ 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

関 係 書 類 保 存 期 間 保 存 責 任 者 

記入済み調査票 １    年 
資源エネルギー庁資源燃料

部政策課長 

調査票の内容を記録し

た電磁的記録媒体 
永    年 

資源エネルギー庁資源燃料

部政策課長 

 

別表 集計事項一覧 

集計表 集計事項 

局別貯油設備 経済産業局等管轄地域別、油種別、設備別、基数、容量 

 



この調査により報告された内容は統計法により秘密が保護されます．

石 油 設 備 調 査

設 備 調 査 票

（和暦元号）●年３月３１日現在

（注）令和２年調査は、令和２年７月３１日を提出期日とする。

１．貯油設備

経済産業省（資源エネルギー庁資源・燃料部政策課）

提 出 先

提 出 部 数

提 出 期 日

経 済 産 業 大 臣

1 部

（和暦元号）●年５月３１日

容量

市区

番地村

郡

都道

府県

町町

府県 郡

市区

基数容量

都道 市区

基数

番地村

郡

村

事業所所在地

油 種 名

番地

町

村

町

番地村

容量基数

番地

ナ フ サ

粗 灯 油

粗 軽 油

容量 基数

粗 重 油

町

基数

半 製 品 計

ガ ソ リ ン

原 油

粗 ガ ソ リ ン

灯 油

ジ ェ ッ ト 燃 料 油

軽 油

A 重 油

B ・ C 重 油

重 油 計

基数容量 容量

都道都道

番地 村

町

企業名

L P G 計

燃 料 油 計

B．B

P．P、P．B

作成者の連絡先電話番号作成者の職名及び氏名

都道 市区

府県 郡

都道

府県 府県

市区

郡

市区

府県郡

容量単位：kl（LPGはt）

事 業 所 名

秘



 

石油設備調査の必要性 

 

資 源 エネルギー庁 

資源・燃料部政策課  

 

我が国における石油産業は、原油の調達から石油精製、製品の流通に至るまで、タンカー、

パイプライン、蒸留装置、タンクローリー等、多種多様な設備を使用して「低廉で良質な石油の

安定的かつ効率的な供給」を実現している。 

一方、近年においては、石油を対象とした国際市場の形成や石油産業における規制緩和の

進展等に伴う国際競争の激化等、石油を巡る情勢に大きな変化が見られ、我が国においてもこ

れらの情勢に対応すべく、平時における精製業の設備許可制等の需給調整規制の廃止を行う

とともに、これに伴う競争条件整備の必要性の提言、規制緩和後の備蓄を含めた緊急時対応

のあり方等についても石油備蓄・緊急時対策小委員会において決定・報告されている。 

特に、平成１１年８月に出された報告書において、貯蔵設備に関する情報については、石油

供給にかかる緊急事態が発生した際に、放出されるべき備蓄原油の油種及び量の検討や国内

市場へ供給されるまでの供給経路の確認など、供給量確保措置を的確に実施する為に必要で

あり、また、備蓄義務の履行を確実なものとする為にも把握する必要があることから、平時から

定期的に情報収集しておく必要があること等が記述されている。 

このため、我が国の石油産業における貯蔵設備の実態を定期的に把握する必要があること

から、本調査を実施する必要がある。 




